
次世代アントレプレナー育成プログラム（EDGE-NEXT）

＜背景・必要性＞
• 日本の起業率は他国に比べ非常に低く、これは起業による失敗の恐れよりも、知識・経験の不足や身近な
ロールモデルの不足が原因であることが明らかとなっている。

• 日本再興戦略2016やベンチャーチャレンジ2020等において、起業家人材の育成を含めベンチャー創出力
を強化する方向性が打ち出されている。

＜事業の目的＞
• EDGEプログラムの成果や知見を活用しつつ、人材育成プログラムへの受
講生の拡大やロールモデル創出の加速に向けたプログラムの発展に取り
組むことで、起業活動率の向上、アントレプレナーシップの醸成を目指し、
我が国のベンチャー創出力を強化する。

＜事業の概要＞
○取組内容 学生等によるアイディア創出にとどまらず、実際に起業まで行え

る実践プログラムを構築する、アントレプレナー輩出に意欲的な
機関の取組を支援。
また、アントレプレナー育成に必須の新たなネットワーク構築
等、国全体のアントレプレナーシップ醸成に係る取組を実施。

○支援対象 優れた人材育成プログラムを実施すると見込まれる大学等を５
機関程度採択し、各拠点のアントレプレナー育成に係る高度な
プログラム開発等、エコシステム構築に資する費用を支援。た
だし複数の民間企業や海外機関、他大学との連携を条件。

○支援規模 ５コンソーシアム程度（30～50百万円程度/コンソーシアム）

○支援期間 ５年間

日本
3.7%

台湾
8.2%

米国
12.7%

中国
14.0%イギリス

7.1%

平成25年起業家精神に関する調査GEM）

各国の起業活動率

①採択コンソーシアム
Ａ又はＢを満たす複数の機関によるコンソーシアム
（Ａ）EDGE採択機関のうち、真に優れた取組を実施
している機関
（Ｂ）本事業に資する取組が可能と見込まれる機関

②近隣大学等との連携
• コア機関は複数の機関と連携して人材育成を実
施

③民間企業・VC・海外機関等との連携
•関係者間の人・組織・資金等のネットワークの構
築を実施

事業イメージ

日本再興戦略2016（2016年６月２日 閣議決定）【抜粋】
• ベンチャー企業の増加に向けて、起業に挑戦する人材の増加を目指し、人材育成の取り組みを促進する。

ベンチャーチャレンジ2020（2016年４月19日 日本経済再生本部決定）【抜粋】
• 開業率・廃業率は、社会の基調に対する意識の改革も必要とし、長期的な目標となるため、今後10年間を
見据えた補助指標として、「起業活動指数（「起業家精神に関する調査」において、「起業者・起業予定者であ
る」との回答を得た割合）を今後10年間で倍増させる。

産業界からのベンチャー企業への期待～「新たな基幹産業の育成」に資するベンチャー企業の創出・育成に
向けて～(2015年12月15日 日本経済団体連合会)【抜粋】

• 文部科学省の「グローバルアントレプレナー育成促進事業（EDGEプログラム）」等、起業家人材を育成し、大
企業や大学のマインド変 革を促す事業が進められてきた。これらは産業界としても評価しており、継続・拡
大が求められる。

平成２９年度予算額 ： 330百万円(新規)

民間企業・ＶＣ・海外機関等との連携

近隣大学等との連携②

③
【実施プログラムの例】
・学部学生や企業の若手人材を含めた多くの受
講生に対し、デザイン思考等のアイデア創出や
PBL型の手法を活用し、創造性涵養を図る
・発展途上国や民間企業の実課題を用い、新事
業の創出のためのより実践に近い取組を実施

① 採択機関

170328修正案
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大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラムを「職業実践力育成プロ
グラム」(ＢＰ)として文部科学大臣が認定
【目的】

プログラムの受講を通じた社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会の拡大

【認定要件】

○ 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証明プログラム

○ 対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表

○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる教育課程

○ 総授業時数の一定以上（５割以上を目安）を以下の２つ以上の教育方法による授業で占めている

①実務家教員や実務家による授業 ②双方向若しくは多方向に行われる討論

（専攻分野における概ね５年以上の実務経験）（課題発見・解決型学修、ワークショップ等）

③実地での体験活動 ④企業等と連携した授業

（インターンシップ、留学や現地調査等） （企業等とのフィールドワーク等）

○ 受講者の成績評価を実施 ○ 自己点検・評価を実施し、結果を公表（修了者の就職状況や修得した能力等）

○ 教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の企業等の意見を取り入れる仕組みを構築

○ 社会人が受講しやすい工夫の整備（週末・夜間開講、集中開講、ＩＴ活用等）

平成２７年３月 教育再生実行会議提言（第６次提言）
「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について」

認定により､①社会人の学び直す選択肢の可視化､②大学等におけるプログラムの魅力向上､③企業等の理
解増進を図り､厚生労働省の教育訓練給付制度とも連携し、社会人の学び直しを推進

有識者会議において、認定要件等を検討

「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度について（概要）

－ Brush up Program for professional －

※大学等からプログラムの公募を行い、平成２９年４月現在で、１８０課程を認定 12



➢優秀な研究者の新たなキャリアパスを提示することにより、不安定な雇
用によって、新たな研究領域に挑戦し、独創的な成果を出すような若手
研究者の減少を防ぎ、若手を研究職に惹きつける。

➢産学官の様々な研究機関における研究者の活躍を促進することによ
り、分野、組織、セクター等の壁を越えた人材の流動性を高め、急速な
産業構造の変化への対応を図る。

➢ 「第４次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」を受け、ＡＩ、Ｉｏ
Ｔ、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ等の分野における若手研究者の活躍を促進する。

➢国立大学については、「国立大学経営力戦略」等に基づく自己改革を
基盤として、若手研究者が活躍できる環境を整備する。

卓越研究員事業

卓越研究員

ピアレビュー、
候補者決定（※２）

若手研究者が「卓越研究員」に申請

希望が一致した
機関での雇用

趣旨

○研究領域 ： 自然科学、人文・社会科学の全分野
○人 数 ： １００名程度（平成２９年度新規分）
○受入機関 ： 国公私立大学、国立研究開発法人、民間企業等
○支援内容 ： 1人当たり研究費：年間６百万円程度（２年間）

研究環境整備費：年間２～３百万円程度（５年間）
※人文・社会科学系は、それぞれ３分の２程度の額を支援予定

※その他、審査等経費を計上。

概要

受入れ希望機関が
ポストを提示(※１)

受入れポストの
一覧化公開

国・JSPS

制度概要

指定国立大学法人

特定国立研究開発法人

民間企業

大学

卓越大学院（仮称）

※１．受入れポストの主な要件
・学長等のリーダーシップに基づき、受入れ希望機関の将来構想に基づく
ポストであって、 若手研究者の自立的な研究環境が用意されていること
・年俸制（無期）、又は当初の雇用期間が５年程度（民間においては３年程
度）かつ当該期間後のテニュア化等の条件を明示していること 等

※２．産学官の研究機関で活躍し得る意欲や柔軟性を有し、新たな研究領
域の開拓等を実現できるような者を選定。

国公私立大学

国立研究開発法人

平成２９年度予算額 ： 1,510百万円
（平成２８年度予算額 ： 1,000百万円）

○第５期科学技術基本計画（抄）（平成28年1月22日閣議決定）
優れた若手研究者に対しては、安定したポストに就きながら独立した自由な研究

環境の下で活躍できるようにするための制度を創設し、若手支援の強化を図る。
○日本再興戦略2016 （-第４次産業革命に向けて-）（抄）（平成28年6月2日閣議決定）

優れた若手研究者が安定したポストと自由な研究環境で活躍できることを可能に
する卓越研究員制度については、（中略） 制度を着実に推進する。

《卓越研究員》
・ 新たな研究領域に挑戦するような若手研究者が、安定かつ自立 して

研究を推進できる環境を実現
・ 全国の産学官の研究機関をフィールドとして活躍し得る若手研究者の

新たなキャリアパスを開拓
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① スキル標準の策定、研修・教育プログラムの整備など、リサーチ・アドミニストレーターを育成し、定着させる全国的なシステムを整備

② 研究開発に知見のある人材を大学等がリサーチ・アドミニストレーターとして活用・育成することを支援

③ スキル標準・研修・教育プログラム等を活用した研修等による研究マネジメント人材の育成を通じた全国的なURAネットワークの構築

背 景

概 要

協力活用 協力活用

◆研修・教育プログラムの整備
（スキル標準を活用した全国的な研修・教育プログラム）

◆スキル標準の策定
（URAの業務として一般に想定される内容ごとに必要な

実務能力を明確化・体系化した指標）

◆リサーチ・アドミニストレーションシス
テムの整備

リサーチ・アドミニストレーターの業務
○シニア・リサーチ・アドミニストレーター
リサーチ・アドミニストレーター組織の統括、大型研究プ
ログラムの主体的な運営・進行管理等
○リサーチ・アドミニストレーター
研究開発や産学連携の複数プロジェクトに係る申請、
競争的資金等の企画・情報収集・申請、採択後の運営・
進行管理、情報収集、交渉等

目 的

①研究者の研究活動

活性化のための環境

整備

②研究開発マネジメント

の強化による研究推

進体制の充実強化

③科学技術人材の

キャリアパスの多様化
②
大
学
等
に
お
け
る
研
究

環
境
整
備

①
研
究
環
境
整
備
を
サ
ポ
ー
ト

す
る
仕
組
み
の
整
備

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

【平成24年度開始10機関】

◆リサーチ・アドミニストレーションシステ
ムの整備

※シニアＵＲＡの継続によるシステム定着の加速化

制度化 展 開 定 着

※シニアＵＲＡの継続によるシステム定着の加速化

平成25年度完成

平成25年度完成

リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）
大学等において、研究者とともに、研究

企画立案、研究資金の調達・管理、知財

の管理・活用等を行う人材群

を育成・確保する全国的なシステムを整備する

とともに、専門性の高い職種として定着を図る。

我が国の大学等では、研究開発内容について一定の理解を有しつつ、研
究資金の調達・管理、知財の管理・活用等を行う人材が十分ではないため、
研究者に研究活動以外の業務で過度の負担が生じている状況にある。

◆研究マネジメント人材の育成を通じたＵＲＡ全国ネットワークの構築
・完成したスキル標準や研修・教育プログラムを活用した研修等を実施・運用することにより、

URAシステムの定着及びURAの質の向上を図る。
・URAシステムの全国展開及び定着のため、シンポジウム等を開催することで、

大学間の連携を促し、URAの全国ネットワーク構築に寄与する。

1,041

1,346

823

650

451

298

569

539

2008年

2002年 研究に関する活動

教育、社会サービス、管理運営等に関する活動

教員の活動別年間平均職務時間（科学技術政策研究所 2011.12）

③
リ
サ
ー
チ
・ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー

シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
の
構
築

リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備

平成２３年度採択機関
５機関

平成２４～２６年度採択機関
１５機関

平成２７年度採択機関
１４機関

平成２８年度採択機関
９機関

平成２９年度予算額 ： 22百万円
（平成２８年度予算額 ：197百万円）
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特別研究員事業

特別研究員
（ＤＣ）

特別研究員
（ＲＰＤ）

特別研究員
（ＰＤ）
（ＳＰＤ）

【対象：博士の学位取得者等、 研究奨励金：年額 434.4万円（PD）、535.2万円（SPD）、 採用期間：3年間】
○ 博士の学位取得者等で優れた研究能力を有する者（PD）及び世界最高水準の研究能力を有する者（SPD）が、大学等の研究機関で研究に専

念し、 研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 PD： 1,047人 ⇒ 1,000人（新規 305人→353人）（4,548百万円⇒4,344百万円）

SPD： 36人⇒ 36人（新規 12人→12人）（193百万円⇒193百万円）

【対象：出産・育児による研究中断から復帰する博士の学位取得者等、 研究奨励金：年額 434.4万円、 採用期間：3年間】
○ 博士の学位取得者等で優れた研究能力を有する者が、出産・育児による研究中断後、円滑に研究現場に復帰することができるよう、大学等の

研究機関で研究に専念し、研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 200人⇒ 214人 （新規 75人→64人）（869百万円⇒930百万円）

【対象：博士課程（後期）学生、研究奨励金：年額 240万円、採用期間：3年間（DC1）、2年間（DC2）】
○ 優れた研究能力を有する博士課程（後期）学生が、経済的に不安を感じることなく研究に専念し、研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 4,425人 ⇒ 4,386人 （新規 1,915人→1,807人）（10,620百万円⇒10,526百万円）

事業の概要

優れた若手研究者に対して、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題等を選びながら研究に専念する機会を与
えるため、特別研究員として採用・支援することで、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確保を図る。

「第５期科学技術基本計画」（平成28年1月22日閣議決定）（抜粋）
第4章 （1）①知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進
ⅰ）若手研究者の育成・活躍促進

・ 国は、若手研究者が研究能力を高め、その能力と意欲を最大限発揮できるための研究費支援
等の取組を推進する。

ⅲ）大学院教育改革の推進
・ 国は、各機関の取組を促進するとともに、フェローシップの充実等を図る。これにより、「博士課

程（後期）在籍者の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」との第３期及び第
４期基本計画が掲げた目標についての早期達成に努める。

（参 考）

平成29年度予算額： 16,082百万円
（平成28年度予算額： 16,319百万円）

※運営費交付金中の推計額

博
士
課
程
学
生

ポ
ス
ト
ド
ク
タ
ー

■特別研究員終了後の就職状況
平成27年4月1日現在

「科学技術イノベーション総合戦略2016」（平成28年5月24日閣議決定）（抜粋）

【
Ｐ
Ｄ
採
用
終
了
か
ら
５
年
経
過
後
】

【
Ｄ
Ｃ
採
用
終
了
か
ら10

年
経
過
後
】

第3章（1）Ⅰ知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進
〇若手研究者の育成・活躍促進

・博士課程学生への経済的支援を充実させるため、特別研究員事業（DC）及びﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ・
TA・RA等に対しても活用可能な競争的な経費の充実を図る。
・若手研究者等が独立して研究可能な競争的資金による独創的な研究を促進するとともに、
若手研究者等の独創性・新規性に富む研究を支援し、人材育成を促進する。 17



【地域人材コース】
地域のグローバル化を促進するため、地域の活性化に貢献する
リーダー候補を育成

官民協働海外留学支援制度～トビタテ！留学JAPAN 日本代表プログラム～

事後研修

留学経験の振返りと長期的展望の整理

コミュニティ活動等

成果を社会に還元し留学機運を醸成

募集・選考

学生が自ら留学計画を作成

事前研修

留学の目的・計画を明確化

留学（奨学金支給）

実践活動、異文化体験、日本文化の発信

• 民間の知見と支援を活用し、実社会で求められる資質・能力の育成を社会全体で集中的に支援するため、官民が協力した新たな海外留学支援制度を創設。
• 「日本再興戦略」等を踏まえ、産学官が連携した支援コースの設定（実践型インターンシップ、フィールドワーク等を盛り込んだ留学）。
• 留学の質の向上、留学の目的を明確化するため、事前・事後研修、留学中のプロジェクト、留学生のコミュニティを提供。
• プログラムの実施に要する経費は、民間資金を活用。

【高校生コース】
• 早い段階で留学という一歩を踏み出し、自分と向き合
い、視野を広げ、将来の可能性を広げる機会を提供

• ｱｶﾃﾞﾐｯｸ、ｽﾎﾟー ﾂ・芸術、ﾌ゚ ﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ、国際ﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱの4分野で
学生を募集

【大学全国コース】
【大学オープンコース】
• 理系、複合・融合系人材コース
• 新興国コース
• 世界トップレベル大学等コース
• 多様性人材コース

【採択実績】
20地域

(H27) 栃木県、石川県、
三重県、岡山県、徳島県、
香川県、熊本県、大分県、
沖縄県、福島県いわき市、
奈良市

(H28) 新潟県長岡市、
島根県、佐賀県、宮崎県

(H29) 北海道、岩手県、
福井県、静岡県、長崎県

派遣留学生

（各地域6～10名を想
定）

グローバル人材
育成コミュニティ

支援
企業等

文科省 JASSO

採択・支援 選考・支援

地域協議会

自治体

大学企業

趣 旨

プログラムの流れ

募集コース
支援内容（大学生等向けコース 第6期）

家計基準に
よる応募区分

大学全国コース
（家計基準内）

大学オープンコース
（家計基準外）

支援期間 28日以上（3ヶ月以上を推奨）～2年

奨学金
（月額）

120,000円または160,000円
（留学先地域によって異なる。）

60,000円

留学準備金 150,000円（アジア地域）、250,000円（アジア地域以外）

授業料
600,000円（支援期間が１年を超える場合）
300,000円（支援期間が１年以内）

支援企業・団体数

【採用実績】

第1期～第5期 1,933人
※地域人材コース163人を含む

第6期 507人（138校）
※地域人材コース25人を含む

【採用実績】
第1期生：303人

（161校）
第2期生：511人

（331校）
209社・団体（平成29年5月8日現在）

平成32年（2020年）までの７か年の寄附見込額 約116.8億円

支援期間 14日以上～1年（応募分野によって異なる。）

奨学金等
・事前・事後研修参加費
・奨学金（授業料、現地活動費及び往復渡航費）
※留学期間及び留学先地域によって規定

支援内容（高校生コース）
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指定国立大学法人制度の創設

○ 国立大学は、新たな経済社会を展望した新たな研究領域の開拓、産業構造の変化や雇用ニーズに対応した新しい時代の産業を担う人材
育成、地域・日本・世界が直面する経済社会の課題解決などを図りつつ、学問の進展やイノベーション創出などに最大限貢献できる組
織へ自ら転換。

○ 各国立大学は、
・ 既存の枠組みや手法等にとらわれない大胆な発想で、学長がリーダーシップとマネジメント力を発揮し、組織全体をリードする将来

ビジョンに基づく自己改革・新陳代謝を実行。

・ 確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提とした経営的視点で大学運営を行うことで経営力を強化。

国立大学法人の財務基盤の強化

財務基盤については、社会全体からの支援を受け、その期待
に対し目に見える形で応える、という好循環を形作っていく
中で、財源を多元化し、強化を図ることが重要。

国立大学法人等の資産の有効活用を図るための措置（平成２９年
４月１日施行）

(1) 対価を教育研究水準の一層の向上に充てるため、教育研究
活動に支障のない範囲に限り、文部科学大臣の認可を受
けて、土地等を第三者に貸し付けることができることとする。

(2) 文部科学大臣の認定を受けた国立大学法人等に関しては、
公的資金に当たらない寄附金等の自己収入の運用対象範囲を、
一定の範囲で、より収益性の高い金融商品に拡大。

国立大学経営力戦略（平成２７年６月）の基本的考え方

優秀な人材を引き付け、研究力の強化を図り、その成果が社会に
創出されることで、社会から適切な評価・支援を得る好循環を実
現。この好循環を軸に、国立大学が抱える様々な課題（学問分野
の硬直化、固定化された組織、横並び主義等）を打破し、その改
革をリードすることが重要。

指定国立大学法人制度を創設（平成２９年４月１日施行）

(1) 文部科学大臣は、申請のあった国立大学法人のうち、教育研
究上の実績、管理運営体制及び財政基盤を総合的に勘案して、
世界最高水準の教育研究活動の展開が相当程度見込まれるもの
を、国立大学法人評価委員会の意見を聴いて、「指定国立大学
法人」として指定

(2) 指定国立大学法人については、特例として① 研究成果の活用
促進のための出資対象範囲を拡大、② 役職員の報酬・給与等の
基準の設定における国際的に卓越した人材確保の必要性を考慮

国立大学法人の国際競争力及び経営力の強化 （指定国立大学法人制度の創設等）
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①我が国が国際的な優位性と卓越性
を示している研究分野

②社会において多様な価値・システム
を創造するような、文理融合領域、
学際領域、新領域

③将来の産業構造の中核となり、経済
発展に寄与するような新産業の創
出に貢献する領域

④世界の学術の多様性を確保すると
いう観点から我が国の貢献が期待
される領域

背景と必要性

目的・基本的な枠組み 博士人材育成の場としての対象領域

＊養成したい人材像や連携機関の実情に応じた適切な連携方法によって自由な構想作り
が出来るよう、多様な方式を認めるべき。

新たな知の創造と活用を主導する
博士人材を育成するため

「卓越大学院（仮称）」
を組織的に連携して大学院教育プログラムを形成
（※世界最高水準の教育力・研究力を具備）
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・
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Ｂ大学

・・・

民
間
企
業

共同研究
への

学生参加

教員－研究者
人事交流

社会人の
博士号取得促進

海外の
トップ
大学等

大学共同
利用機関

国立研究
開発法人

学生を選抜・教員参画

卓越大学院（仮称）構想に関する基本的な考え方について（概要）①

平成２８年４月 卓越大学院（仮称）検討のための有識者会議

 我が国の経済成長が低迷する中で、これまでの政策で蓄積された人材や世界的に高い評価を得ている学術研究の強みを活かせる今こそ、
「卓越大学院（仮称）」形成が必要であると提言。（※平成27年（2015年）９月中央教育審議会「未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）」）

 優秀な日本人の若者の博士離れは、将来の国際競争力の地盤沈下をもたらす深刻な事態。若手人口減少の中、アジアを含めて世界から優
秀な学生を惹きつけることも重要。

 大学院教育に対し、ソーシャル・イノベーションを生み出し新しい社会を創造できる人材の育成が期待されている。
 同じ研究領域・分野等に取り組む大学院が機関を超えて連携すれば、大学院教育の競争力向上が見込まれる。
 研究大学では、優秀な大学院生に対する密な研究指導を行い、優先的・重点的にその能力を高め活かしていくことが課題。

共同研究
への

学生参加

教員－研究者
人事交流

＊上記①～④の複数に該当する申請も可能とし、
領域横断的な審査も可能とする仕組みを検討
することが期待される。 20



支援方法・支援対象等

卓越大学院（仮称）構想に関する基本的な考え方について（概要）②

【原則】各大学院において検討される独自の構想作りに期待し、申請に当たり必須として求める要件はなるべく少なくすべき。

【支援方法・支援対象】国は、競争的な環境の下で重点的に支援を実施。国公私立の大学が申請可能。競争的な審査を経て支援先を決定する
方式を採用すべき。
申請主体は大学。大学本部のコミットメントと定着化に向けた計画の策定を求めることが必要。

【事業期間】10年間とすることが望ましい

期待される取組等

 既存の研究科等や機関の枠を超えて、修士・博士一貫した
体系的な教育課程を編成して、高度な研究を通じ、組織的
な教育を実施

（既存研究科・専攻の下における横断的プログラム

の設定／新研究科・専攻創設のいずれも可）

 連携先との教育理念等の共通理解
 学生の厳密な質保証（QE等の導入）

 優秀な学生へ生活費相当額の経済的支援を実施
（産学共同研究に参画する際はRA雇用経費に計上、支援期間の柔軟化等）

 優秀な社会人の博士号取得促進

（早期修了・長期履修制度の活用、社員に対する博士号取得促進）

 大学と連携先機関との若手教員の人事交流の実施

（クロスアポイントメント制度等の活用、大学⇒企業の派遣増のための

企業の協力を期待）

 産学共同研究の場への学生の参画
 企業における博士人材の採用・活用促進
 学生が論文発表できる領域等に関する組織的な事前合意
 「組織」対「組織」の交渉の上で、企業による積極的な投資

（間接経費込）を期待

～産学共同研究の場を活用する場合～

＜教育力の観点＞ ＜優秀な大学院生・教員を結集する観点＞

＜人材育成の場としての研究の観点＞

開始時期と
審査等

 平成28年度（2016年度）より、各大学院において構想づくり開始。
 学内調整・連携先機関との密な協議に要する時間を勘案し、文部科学省による事業支援は、平成30年度（2018年

度）から本格実施する方向で検討。
 目的達成の過程に高いハードルが予想されること、支援終了後の継続性を見極める必要性があることなどから、文科

省は、支援先を決定するための審査については、慎重かつ時間をかけ、丁寧に行うことが重要。 21


